
「後期高齢者医療制度における医療給付費等に係る財源の内訳」

後期高齢者交付金
（４／１０）
６６２.１億円

調整交付金（国）
（１／１２）
１３５.８億円

(内、普通調整交付金　１３５.８億円)
(内、特別調整交付金　　　　　1千円)

療養給付費等負担金（国）
（３／１２）
３６７.８億円

療養給付費等負担金（県）
（１／１２）
１２２.６億円

特別高額医療費共同事業交付金　０.３億円

高額医療費負担金
（国）　３.４億円
（県）　３.４億円 療養給付費等負担金（市町）

（１／１２）
１２２.６億円

保険料等
（１／１０）
１５４.７億円

　 (内、保険料　１１８.８億円)

(内、保険基盤安定制度負担金　   ２７.１億円)
(内、保険料不均一賦課繰入金 　    ０.３億円)
(内、保険料激変緩和措置費等繰入金 ８.５億円)

財政安定化基金借入・交付金(県)　2千円
その他　２.４億円

平成21年度医療給付費等の見込み額　※１,５７５.１億円

・普通調整交付金（９／１０）
　　広域連合間の被保険者に係る所得の格
　差による財政力の不均衡を調整するため
　に交付される。
・特別調整交付金（１／１０）
　　災害、その他特別の事情を考慮して交
　付される。

調整交付金

　保険料未納リスク、給付増リスク等によ
る財政影響に対応するため、国・県・広域
連合（保険料）が１／３ずつ拠出して、県
に基金を設置し、貸付・交付を行う。

財政安定化基金
　低所得者に係る保険料の軽減分（７・５・
２割軽減）及び被用者保険の被扶養者であっ
た者に係る保険料の軽減分（後期高齢者医療
制度に加入した時から２年間、保険料を半額
とする措置）を公費で補填する。
【財源内訳】県：市町＝３：１

保険基盤安定制度

　高額な医療費（レセプト１件当たり８０万
円を以上の医療費の超過部分）の発生による
広域連合の財政リスクの緩和を図るため、一
定額以上の高額な医療費に対して公費による
支援を行う。
【財源内訳】
広域連合(保険料)：国：県＝２：１：１

高額医療費に対する支援

　著しい高額な医療費（レセプト１件当たり４０
０万円を超える医療費部分のうち、２００万円を
超える部分）の発生による広域連合の財政影響を
緩和するため、各広域連合からの拠出金を財源と
して、財政調整を行う。

特別高額医療費に対する交付

 被保険者(保険料)、その他(若年世代から
 の支援)の負担　（一部公費を含む）

約５割

公費負担(国、県、市町、その他)

約５割

・健診事業国庫補助金　０.７億円
・健診事業市町負担金　０.７億円
・前年度繰越金　　　　１.０億円
・諸収入　　　　　　　2,820千円
　　第三者納付金　2,813千円ほか

その他

　低所得者に対する保険料の均等割の９割軽
減や所得割の５割軽減、被用者保険の被扶養
者であった者に対する保険料の９割軽減措置
の継続に伴う財源を公費で補填する。
【財源内訳】国１００％

保険料軽減対策

※「この額は、特別会計の歳出予算総額から、
　　医療給付費等に関連の無い、事務費市町負
　　担金を財源とする総務費等の歳出を控除し
　　た額」

①特別会計の歳出予算総額 ‥１，５８３.３億円
②１款 総務費‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥７.３億円
③５款 保健事業費の内、医療費適正化
　　　 推進事業費‥‥‥‥‥‥‥‥‥０.６億円
④８款 予備費の内、総務費充当分‥‥０.３億円

　　　　　 ①－②－③－④＝１，５７５.１億円


	H21　億単位

